
第１３ 住民投票の実施機関、投票及び開票に関する事務等

住民投票を実施するために、新たに選挙管理委員会の所掌事務や権限を創設することは、地

方自治法第１３８条の４第１項の規定により困難である。そのため、条例における住民投票の

実施機関については、市長とすることが適当である。

その上で、住民投票の事務の一部（選挙人名簿の調製、投票や開票に関する事務等）につい

ては、実績と経験のある選挙管理委員会に委任することが現実的である。

論点整理

選挙管理委員会は、地方自治法による直接請求における署名簿の審査、選挙人名簿の調製、

選挙の投票及び開票に係る事務といった選挙事務に関する実績と経験がある。そのため、住民

投票の投票資格者名簿に係る事務や住民からの住民投票の請求に係る署名審査など、選挙管理

委員会が一定程度の住民投票の事務を執行することが適当であると考えられる。

市長を住民投票の実施機関とした上で、その事務の一部を委任（及び補助執行）の方法によ

り選挙管理委員会に行わせることは、地方自治法上、可能である。そのため、住民からの住民

投票の請求に係る署名審査、住民投票の投票及び開票に係る事務、住民投票の投票資格者名簿

に係る事務等については、選挙管理委員会に委任することが現実的である。

常設型条例により住民投票制度を設けている他市町村においても、長を実施機関とした上で、

投票及び開票に関する事務等を選挙管理委員会へ委任しているものと考えられる。

選挙管理委員会に委任する事務については、署名審査から投開票の事務まで広範にわたり、

相当な作業量が見込まれる。そのため、条例上の執行機関は市長であるものの、具体的に市長

が行う事務と選挙管理委員会が行う事務とを整理し、一部の事務については双方の協議を経て

選挙管理委員会に委任（及び補助執行）することとなる。

以下、住民投票の事務について、具体的に検討する。

 住民投票に係る請求代表者証明書等の交付申請手続

住民が住民投票の請求を行う場合には、一定数の署名を収集する必要がある。そのため、

住民は、市に対して住民投票に係る請求代表者証明書等の交付申請手続が必要となる。請

求代表者証明書は、請求代表者の資格、住民投票の対象事項等についての審査を経て、申

請の要件に適合しない場合を除き、交付されることとなる。

検討内容

１ 住民投票の実施機関

２ 選挙管理委員会に委任する住民投票に関する事務の範囲



地方自治法による直接請求における請求代表者証明書等の交付申請手続については、そ

の後の手続において住民投票が予定されているもの（議会の解散請求、議員の解職請求及

び長の解職請求）にあっては選挙管理委員会が行うものである。そのため、住民投票に係

る請求代表者証明書等の交付申請手続についても同様に、選挙管理委員会が行うことが適

当であるという整理が考えられる。

その一方、住民投票の対象事項等についての判断については、選挙管理委員会に委任す

るのではなく、住民投票を最終的に総括する市長が行うという整理も考えられる。

 住民からの住民投票の請求に係る署名審査

地方自治法による直接請求における署名簿の審査、署名の効力の決定等については、選

挙管理委員会が行うものである。そのため、住民からの住民投票の請求に係る署名審査に

ついても同様に、選挙管理委員会が行うことが適当である。

 住民投票の請求の受理

住民投票の請求権者（住民、議会）は、住民投票の請求を行う場合に必要な書面等を提

出することとなる。

地方自治法による直接請求における請求の受理については、その後の手続において住民

投票が予定されているものあっては選挙管理委員会が行うものである。そのため、住民投

票の請求の受理についても同様に、選挙管理委員会が行うことが適当であるという整理が

考えられる。

一方、住民投票の対象事項等についての判断については、選挙管理委員会に委任するの

ではなく、住民投票を最終的に総括する市長が行うという整理も考えられる。

 住民投票の投票資格者名簿に係る事務

住民投票において投票を行うためには、投票人に投票資格があるかどうかを確認するた

め、あらかじめ投票資格者名簿を調製する必要がある。これは、選挙において、選挙人名

簿が調製されることと同様である。

住民投票を実施する場合には、新たに投票資格者名簿を作成する必要がある。住民投票

の投票資格者名簿に係る事務については、選挙人名簿の調製等に精通している選挙管理委

員会が行うことが適当である。

（参考）直接請求における請求代表者証明書等の交付申請手続（住民投票の予定がないもの）

○ 条例の制定改廃請求及び主要公務員の解職請求の場合 市長

○ 監査の直接請求の場合 監査委員



 住民からの住民投票の請求に必要となる署名数の告示

地方自治法による直接請求に必要となる署名数は、公職選挙法第２２条の規定による選

挙人名簿の登録が行われた日後直ちに選挙管理委員会が告示をしている。住民からの住民

投票の請求に必要となる署名数の告示については、投票資格者名簿の調製と密接に係わっ

ており、選挙管理委員会が行うことが適当である。

 住民投票期日の決定及び告示

公職選挙法による選挙期日並びに地方自治法による直接請求における議会の解散並びに

議員及び長の解職による投票の期日の決定及び告示については、選挙管理委員会がこれを

行うものである。そのため、住民投票期日の決定及び告示についても同様に、選挙管理委

員会が行うことが適当であるという整理が考えられる。

一方、住民投票期日の決定及び告示については、選挙管理委員会に委任するのではなく、

住民投票を最終的に総括する市長が行うという整理も考えられる。

 住民投票の投票及び開票に係る事務

公職選挙法における普通地方公共団体の選挙に関する規定は、地方自治法による直接請

求における解散及び解職の投票に準用されている。また、常設型の住民投票制度を設けて

いる他市町村では、投票や開票に関する事務について公職選挙法の準用規定を設けている。

これは、投票及び開票に関する事務については、選挙の手続を基本として行われることを

想定していることによると考えられる。

公職選挙法における選挙制度は、住民にも十分に理解されているものと考えられる。ま

た、選挙管理委員会は、選挙制度で確立された方法を基本として、投票及び開票に係る事

務を効率的に実施しているものと考えられる。

選挙制度においては、有権者の利便性に配慮し、選挙の当日に仕事や旅行、その他の事

情により投票所に行くことができない人のために、期日前投票や不在者投票を行うことと

している。そのため、住民投票制度においても、可能な限り選挙制度と同様の仕組みによ

り、住民投票の機会の確保に配慮する必要があると考えられる。

住民投票の投票及び開票に係る事務については、これらの事務に精通している選挙管理

委員会が行うことが適当である。

 住民投票運動についての指導等

公職選挙法による選挙における選挙運動及び政治活動についての指導や疑義に対する

回答については、選挙管理委員会が対応している。規制の考え方によるものの、住民投票

の住民投票運動への対応についても、選挙の場合と同様に選挙管理委員会が対応するとい

う整理が考えられる。

一方、住民投票の住民投票運動についての規制の考え方については市長が決定したもの

であることから、市長が対応することも考えられる。



 情報提供

「論点第１２ 情報提供」を参照

 住民投票公営に係る事務

選挙においては、公職選挙法による選挙公営制度がある。仮に、住民投票において具体

的な住民投票公営を行う場合、選挙公営に係る事務と同様、選挙管理委員会が行うことが

適当である。

 投票結果の通知、告示等

住民投票の投票及び開票に係る事務の終了後、投票結果を市民や議会に公表することは、

住民投票を最終的に総括する市長が行うことが適切である。

※ 最終的にどの事務を選挙管理委員会に委任（及び補助執行）するのかについては、市長、

選挙管理委員会を含めた庁内における協議を経て決定されることとなる。

参考資料

○ １３－１ 公職選挙法における選挙公営について



公職選挙法における選挙公営について

公職選挙法では、「金のかからない選挙の実現」と「候補者間の選挙運動の機会均等」を図る

手段として、選挙公営を行っている。選挙公営とは、国又は地方公共団体が候補者等の政見等

を国民に周知し、また、選挙運動費用を負担する制度をいう。

苫小牧市長選挙及び苫小牧市議会議員選挙における選挙公営については、以下のものが設け

られている。

苫小牧市長選挙及び苫小牧市議会議員選挙における選挙公営

※ 苫小牧市長選挙のみ 市議会議員選挙における選挙運動用ビラの頒布は、禁止されている。

選挙公営の種類 区分

投票記載所の氏名等の掲示 公営あり

選挙管理委員会が行う。

ポスター掲示場の設置

選挙公報の発行

公営あり（条例）

内容は候補者が提供し、実施は選挙管理委員会が行う。

個人演説会の公営施設使用 公営あり

選挙管理委員会が便宜を提供し、実施は候補者が行う。

選挙運動用自動車の使用

選挙運動用ポスターの作成

選挙運動用ビラの作成 ※

公営あり（条例）

選挙管理委員会が経費を負担し、実施は候補者が行う。

選挙運動用通常葉書の交付 公営あり

選挙管理委員会が経費を負担し、実施は候補者が行う。

選挙運動用通常葉書の作成

選挙事務所の立札、看板の作成

選挙運動用自動車等の立札、看板の作成

新聞広告

個人演説会場の立札、看板の作成

公営なし

（国政選挙においては、一部、公営あり）

参考資料１３－１


